
基本目標１．質の高い幼児教育・保育の総合的な提供

基本施策1-1　幼児教育・保育環境の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

保育所等の待機児童数
（４月１日現在）

0人
（Ｈ30年度）

0人 0人 0人 100% Ａ
申請者に施設の空き情報を提供し、待機
児童の解消に努めた。

申請者に教育・保育施設の空き情報を提
供するなど、引き続き、待機児童の解消に
努める。

子ども育成課

保育所等の待機児童数
（３月１日現在）

76人
（Ｈ30年度）

13人 6人 26人 140.0% Ａ
申請者に施設の空き情報を提供し、待機
児童の解消に努めた。

申請者に教育・保育施設の空き情報を提
供するなど、引き続き、待機児童の解消に
努める。

子ども育成課

基本施策1-2　幼児教育・保育の質の向上
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

教育・保育施設等で実施する
園内研修に対する訪問指導
率

0％
（Ｈ30年度）

39.8% 59.2% 100% 59.2% Ｃ

54施設に対し、延78回の園内研修又は要
請訪問を行った。園内研修は前年度の5倍
である35回、要請訪問も同様に前年度の
約2倍の43回の訪問となり、保育の公開や
研修に対し、前向きに取り組む園が増加し
た。

1施設で3回の訪問を依頼する施設がある
中、1回も訪問できていない園もある。
不適切な保育への関心が高まる中、保育
の質の向上のため、公開保育等を通じて
外部の視点を取り入れることができる要請
訪問等の実施が効果的と考える。
1施設の訪問回数を原則1回とし、より多く
の施設訪問を行うことができるよう、活動内
容を広く周知していく。

子ども育成課

基本施策1-3　多様な保育ニーズへの対応
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

延長保育実施施設の割合
73.2%

（Ｈ30年度）
80.2% 78.9% 80.0% 98.6% Ｂ

延長保育事業を実施する認可保育所（４２
施設）、認定こども園（２７施設）および地域
型保育事業（６施設）に対して補助を行っ
た。

延長保育事業を実施した場合の助成を引
き続き周知する。

子ども育成課

病児保育実施施設数
11施設
（Ｈ30年度）

11施設 12施設 14施設 85.7% Ｂ
病児対応型２施設、病後児対応型３施設、
体調不良児対応型７施設において、病児
保育事業を実施した。

利用ニーズに応じた施設への働きかけや
実施施設の周知等を行う。

子ども育成課

休日保育実施施設数
11施設
（Ｈ30年度）

14施設 14施設 12施設 116.7% Ａ
休日保育実施施設の実施状況をより詳細
に周知するため、各施設に照会をかけ秋
田市ホームページ上で情報を公開した。

引き続き、ホームページ等を用いて周知を
図る。

子ども育成課

第３次秋田市子ども・子育て未来プラン進捗状況（基本施策・指標）

【様式１－１】基本施策・指標
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基本目標２．地域における子ども・子育て支援の充実

基本施策2-1　地域における子育て支援の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

地域子育て支援拠点施設（９
箇所）の延べ利用人数（子ども
の年間利用者人数）

86,534人
（Ｈ30年度）

47,789人 58,939人 100,000人 58.9% Ｃ
新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し
たことにより、利用者数の増加に繋がっ
た。

気軽に利用できる交流、相談、情報提供の
場を設け、子育て世代の親の「子育て力」
を支えられるようにする。また、参加者の
ニーズに応えた事業内容の充実に努め
る。

子育て相談支援課

ファミリー・サポート・センター
利用会員一人に対する協力
会員数
（実働人数ベース：協力会員
数／利用会員数）

0.34人
（Ｈ30年度）

0.38人 0.35人 0.4人 87.5% Ｂ
利用会員の利用内容や頻度が固定化して
いる傾向があるため、前年度からほぼ横ば
いとなった。

協力会員の募集を広く周知するとともに、
市、利用会員、協力会員が一体となって、
安心して活動できる環境づくりに努める必
要がある。

子育て相談支援課

子育てサポートクーポン券交
付率

79.0%
（Ｈ30年度）

83.4% 84.3% 85.0% 99.2% Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響が緩和し
たことにより、令和４年度と比べ、外出の機
会が増えたことにより、交付率の微増に繋
がった。

ニーズに合わせたプランの新設・廃止を検
討する。
引き続き、イベント、SNS等を活用しなが
ら、更なる事業の周知を図る。

子育て相談支援課

多子世帯サポートクーポン券
交付率

38.3%
（Ｈ30年度）

72.2% 69.2% 85.0% 81.4% Ｂ ほぼ横ばいである。

ニーズに合わせたプランの新設・廃止を検
討する。
引き続き、イベント、SNS等を活用しなが
ら、更なる事業の周知を図る。

子育て相談支援課

基本施策2-2　放課後児童対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

放課後児童クラブ待機児童数
（５月１日現在）

11人
（Ｈ30年度）

16人 11人 0人 0.0% Ｄ

令和５年度より、１クラブ増の５５クラブに運
営を委託しているが、従来から待機児童が
生じている学区で引き続き待機児童が生じ
ている。

待機児童の解消に向けて、各種法人に施
設整備の補助事業を周知し、新設等の働
き掛けを行う。

子ども福祉課

事業アンケートによる満足度
（①放課後児童クラブ）

95.1%
（Ｈ30年度）

95.2% 94.3% 100% 94.3% Ｂ 保護者から高い評価を得ている。
引き続き質の高い保育サービスが提供さ
れるように努める。

子ども福祉課

事業アンケートによる満足度
（②児童館等）

88.1%
（Ｈ30年度）

96.5% 94.0% 100% 94.0% Ｂ 保護者から高い評価を得ている。
引き続き安全・安心な居場所を提供すると
ともに、多様な体験・学習・交流の機会を提
供するよう努める。

子ども福祉課

放課後児童クラブにおける定
員数（５月１日現在）

1,916人
（Ｈ30年度）

2532人 2,526人 2,547人 99.2% Ｂ
令和５年度より、１クラブ増の５５クラブに運
営を委託している。

未設置学区および待機児童の解消に向け
て、各種法人に施設整備の補助事業を周
知し、新設等の働き掛けを行う。

子ども福祉課

障がい児等の特別な配慮を要
する児童の受入れクラブ数の
割合

42.6%
（Ｈ30年度）

50.0% 61.8% 60.0% 103.0% Ａ
令和５年度より、１クラブ増の３４クラブが障
がい児等の受入れ体制を整備したことによ
り、割合が増加した。

障がい児等の受入れ体制を整備した場合
の助成を引き続き周知する。

子ども福祉課
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基本目標３．妊娠・出産期からの切れ目のない支援

基本施策3-1　妊産婦・乳幼児に関する切れ目のない保健対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

ネウボラでの妊婦初回面接率
62.3%

（Ｈ30年度）
66.5% 95.6% 75.5% 126.6% Ａ

母子保健コーディネーター等が、妊娠届や
転入の時にネウボラ窓口で妊婦と面談を
行い、相談支援を行った。
面談率向上のため、庁内関係部署や医療
機関等と連携し周知を行うとともに、面談
未実施者への勧奨連絡を行った。

すべての妊婦と面談できるよう、引き続き
各妊娠届出窓口や産婦人科医療機関に事
業の周知を行うとともに、広報やホーム
ページ等により広く周知を行う。

子ども健康課

乳児家庭全戸訪問実施率
94.0%

（Ｈ30年度）
89.5% 97.4% 100% 97.4% Ｂ

妊娠届出時等に全妊婦へリーフレットを配
布し事業ＰＲを行うとともに、訪問未実施者
には勧奨連絡を行った。

出産・子育て応援給付金を活用し、訪問実
施率の向上に努める。

子ども健康課

乳幼児健康診査受診率
97.6%

（Ｈ30年度）
97.2% 95.8% 100% 95.8% Ｂ

新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め、従来集団方式だった幼児健診を個別
医療機関方式に変更して実施した。健診未
受診者に対して受診勧奨等を行った。

健診の必要性、幼児健診の集団健診再開
について周知するとともに、未受診者に対
して受診勧奨を行う。

子ども健康課

予防接種接種率
麻しん風しん第２期

97.7%
（Ｈ30年度）

95.1%
83.6%

（R6.1末実績）
100% 83.6% Ｂ

保護者宛の個別通知や広報あきた等ほ
か、保育施設へのリーフレット掲示依頼や
就学時健診時でのお知らせ配布などにより
接種勧奨を行った。

対象者や未接種者への接種勧奨通知を引
き続き実施し、接種率の向上を図っていき
たい。

健康管理課

基本施策3-2　食育の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

１日１回はみんなで食事をす
る割合

96.8%
（Ｈ30年度）

90.6% 99.1% 99.0% 100.1% Ａ
各種教室や地域の健康教育、ホームペー
ジ等により情報発信を行った。

各種教室や地域の健康教育、ホームペー
ジ等により情報発信する。

子ども健康課

離乳食教室や幼児食教室参
加者の「食事や栄養に関する
不安や心配事が解消された
人」の割合

86.4%
（Ｈ30年度）

96.8% 97.8% 100% 97.8% Ｂ
講話や調理実技等にて情報提供を行い、
個別に相談対応した。

講話等による情報提供を行い、必要時個
別に相談対応する。

子ども健康課

基本施策3-3　小児医療への支援
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

未熟児養育医療受給者に対
する訪問実施率

96.6%
（Ｈ30年度）

93.8% 93.2% 100% 93.2% Ｂ
退院後早期に訪問指導を行い、必要な支
援や情報提供を行った。

訪問未実施者へは電話支援を行う。 子ども健康課

小児慢性特定疾病自立支援
事業参加者の満足度

100%
（Ｈ30年度）

100% 100% 100% 100% Ａ
小児慢性特定疾病医療受給者の保護者を
対象とし、就職・就労支援に関する療育相
談会を実施した。

対象者のニーズに合うような実施内容を検
討する。

子ども健康課
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基本目標４．次代を担う子ども・若者の育成支援の充実

基本施策4-1　子どもの生きる力の育成に向けた教育環境等の整備
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

「自分は、将来の夢や目標を
もっている」と思う児童生徒の
割合
（対象：小学生）

89.7%
（Ｈ30年度）

83.4% 85.1% 93.0% 91.5% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

「自分は、将来の夢や目標を
もっている」と思う児童生徒の
割合
（対象：中学生）

79.7%
（Ｈ30年度）

73.9% 73.6% 85.0% 86.6% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

「人の役に立つ人間になりた
い」と思う児童生徒の割合
（対象：小学生）

97.2%
（Ｈ30年度）

96.9% 97.6% 98.0% 99.6% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

「人の役に立つ人間になりた
い」と思う児童生徒の割合
（対象：中学生）

97.2%
（Ｈ30年度）

96.6% 97.3% 98.0% 99.3% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

「自分には、よいところがある」
と思う児童生徒の割合
（対象：小学生）

89.7%
（Ｈ30年度）

83.8% 85.3% 90.0% 94.8% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

「自分には、よいところがある」
と思う児童生徒の割合
（対象：中学生）

85.6%
（Ｈ30年度）

82.5% 85.1% 90.0% 94.6% Ｂ

　自分を見つめ、自らの生き方を考え、人
の役に立つことの喜びや働くことの大切さ
を実感できる学習活動の充実に努めるとと
もに、発達の段階を踏まえたきめ細かな指
導を行った。

　地域や家庭と連携を図りながら、自己と
他者、社会とのつながりを実感する啓発的
な体験活動の充実に努める。

学校教育課

基本施策4-2　家庭や地域の教育力の向上
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

「学校と家庭が協力し合う機
会の充実」について、
「十分成果を上げている」と回
答した学校の割合
（対象：小学校）

22.0%
（Ｈ30年度）

－ － 30.0% － －

　各校の特色や地域性を生かした「絆づく
り教育プラン」を作成し、保護者や地域の
方々の理解と協力を得ながら、学校と家
庭・地域との絆づくりを推進した。

　「絆づくり教育プラン」の充実を図るととも
に、学校と家庭、地域が一体となって教育
活動を推進できるよう、学校運営協議会制
度の効果的な運用を支援する。

学校教育課

「学校と家庭が協力し合う機
会の充実」について、
「十分成果を上げている」と回
答した学校の割合
（対象：中学校）

13.0%
（Ｈ30年度）

－ － 30.0% － －

　各校の特色や地域性を生かした「絆づく
り教育プラン」を作成し、保護者や地域の
方々の理解と協力を得ながら、学校と家
庭・地域との絆づくりを推進した。

　「絆づくり教育プラン」の充実を図るととも
に、学校と家庭、地域が一体となって教育
活動を推進できるよう、学校運営協議会制
度の効果的な運用を支援する。

学校教育課

「学校と地域がつながりを深
める機会の充実」について、
「十分成果を上げている」と回
答した学校の割合
（対象：小学校）

36.6%
（Ｈ30年度）

－ － 40.0% － －

　各校の特色や地域性を生かした「絆づく
り教育プラン」を作成し、保護者や地域の
方々の理解と協力を得ながら、学校と家
庭・地域との絆づくりを推進した。

　「絆づくり教育プラン」の充実を図るととも
に、学校と家庭、地域が一体となって教育
活動を推進できるよう、学校運営協議会制
度の効果的な運用を支援する。

学校教育課

「学校と地域がつながりを深
める機会の充実」について、
「十分成果を上げている」と回
答した学校の割合
（対象：中学校）

30.4%
（Ｈ30年度）

－ － 40.0% － －

　各校の特色や地域性を生かした「絆づく
り教育プラン」を作成し、保護者や地域の
方々の理解と協力を得ながら、学校と家
庭・地域との絆づくりを推進した。

　「絆づくり教育プラン」の充実を図るととも
に、学校と家庭、地域が一体となって教育
活動を推進できるよう、学校運営協議会制
度の効果的な運用を支援する。

学校教育課
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基本施策4-3　青少年健全育成活動の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

街頭巡回声かけ・話しかけ人
数（年間）

13,650人
（Ｈ30年度）

8,655人 10,322人 14,784人 69.8% Ｃ

引き続き街頭巡回を行うとともに、新型コロ
ナ感染症に係る規制緩和が進む中、竿燈
まつり等の各種イベントでの巡回活動も
行った。

引き続き、巡回活動を行っていく。 少年指導センター

基本施策4-4　次代を担う若者の育成支援
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

高校生の県内就職決定率（ハ
ローワーク秋田管内）

72.4%
（Ｈ30年度）

77.1% 74.4% 74.4% 100.0% Ａ
高校生就職支援講座を開催し、地元就職
の促進に努めた。

引き続き、高校生就職支援講座を開催す
る。

企業立地雇用課

基本目標５　ワーク・ライフ・バランスの推進

基本施策5-1　ワーク・ライフ・バランスの推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

元気な子どものまちづくり認定
企業数

累計165社
（Ｈ30年度）

216社 199社 累計400社 49.8% Ｄ

市内企業や事業所に対して、郵送などによ
り事業案内や申請勧奨を実施したほか、秋
田市公式LINE秋田市子育て情報（InstＡgr
Ａm）や広報番組等において表彰企業の取
組について周知を図った。

認定された企業の企業価値を高めるため
に、当該制度について、市民等への周知を
さらに強化する必要がある。また、更新時
のインセンティブや認定基準等の見直しも
必要と考えている。

子ども総務課

なでしこ秋田・働く女性応援事
業助成企業数

累計34社
（Ｈ30年度）

76社 85社 累計80社 106.0% Ａ
女性の働きやすい職場づくりや仕事と子育
ての両立支援に取り組む企業の職場環境
の整備を補助した。

補助事業を継続し、女性活躍の推進と子
育てにやさしい職場環境の整備を企業に
働きかけていく。

企業立地雇用課

基本目標６　安全・安心な生活環境の整備

基本施策6-1　子どもの安全確保
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

子どもの交通事故死傷者数
（中学生以下）

37人
（死亡０）
（Ｈ30年）

34人
（R4年）

38人
（R5年）

30人未満
（死亡０）

-12.5% Ｄ

子どもを交通事故から守るため、幼稚園等
を対象とした交通安全教室を実施したほ
か、季別毎の交通安全運動期間中など
に、交通安全に関する広報・啓発活動を実
施した。

幼稚園等を対象とした交通安全教室を実
施するほか、季別毎の交通安全運動期間
中などに、交通安全に関する広報・啓発活
動を実施する。また、放課後に学童保育に
通う児童に対して交通安全啓発・広報活動
を実施する。

交通政策課

基本施策6-2　子育てを支援する生活環境の整備
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

都市公園のバリアフリー化率
66.5%

（Ｈ30年度）

72.6%
（159公園/219公

園）

74.4%
（163公園/219公

園）
75.7% 98.3% Ｂ

あさひかわ第一街区公園ほか３公園につ
いて、園路等の改修を行い、バリアフリー
化を実施した。

現在活用している国の交付金事業の予算
が十分に確保できるか不透明な状況にあ
り、計画的な整備が困難となることが懸念
される。

公園課

子育てにやさしい施設の認定
数

累計173施設
（Ｈ30年度）

194施設 194施設 累計250施設 77.6% Ｃ
新規施設として２件認定（廃止２件）したほ
か、公共施設のデータをオープンデータと
して公開し、広く周知を図った。

子育てにやさしい施設自体の認知度を高
める必要があるほか、既認定民間施設の
状況が変更している場合もあることから、
広報等により、機会を捉えて周知を図る。
新たな商業施設等に対し直接勧奨通知を
送付するなど、機会を捉えて周知していく。

子ども総務課
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基本目標７．子どもと家庭へのきめ細かな支援

基本施策7-1　児童虐待防止対策の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童虐待により、死亡または
重大な後遺症を残す事例の
発生件数

0件
（Ｈ30年度）

0件 0件 0件 100.0% Ａ

要保護児童対策地域協議会を活用しなが
ら、子ども家庭総合支援拠点を運営し、児
童虐待の未然防止および早期発見、早期
対応に努めた。

引き続き、関係機関との連携のもと、児度
虐待の未然防止、早期発見・早期対応に
努める。

子育て相談支援課

基本施策7-2　ひとり親家庭の自立支援の推進
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童扶養手当受給者に占め
る就業者の割合

86.3%
（Ｈ30年度）

90.2% 89.7% 90.0% 99.7% Ｂ
秋田公共職業安定所と協定を結び支援を
行った。

引き続き、秋田公共職業安定所と連携し支
援を行っていく。

子ども福祉課

基本施策7-3　障がい児等に対する支援の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

児童発達支援の利用実人数
147人

（Ｈ30年度）
324人 338人

237人
（※令和５年度）

142.6% Ａ
保育所、医療機関等から支援につながる
場合も増えており、利用者の増加傾向が続
いている。

支援を必要とする児童が、適切な支援を受
けられるよう関係機関と連携していく。

障がい福祉課

放課後等デイサービスの利用
実人数

322人
（Ｈ30年度）

625人 680人
564人

（※令和５年度）
120.6% Ａ

児童発達支援の利用者が就学により移行
しているほか、保護者への周知が進み、利
用者の増加傾向が続いている。

支援を必要とする児童が、適切な支援を受
けられるよう関係機関と連携していく。

障がい福祉課

障がい児の受入れ施設数
（私立認可保育園および認定
こども園）

38施設
（Ｈ30年度）

46施設 47施設 50施設 94.0% Ｂ 障がい児受入施設数が１施設増加した。
引き続き障がい児保育の充実を図るため、
受入施設の増加に努める。

子ども育成課

基本施策7-4　子育てに係る経済的支援の充実
指標 基準値(策定時) 前年度値（Ｒ４年度） 現状値（Ｒ５年度） 目標値（Ｒ６年度） 達成率 評価 令和５年度進捗状況の説明 目標達成に向けた課題、今後の対応　等 担当課

３歳未満の保育料無償化割合
21.8%

（Ｈ30年度）
68.0% 67.5% 70.0% 96.4% Ｂ

令和５年度では、4,091人中2,752人が保育
料無償化となった。

引き続き、適正に助成を行う。 子ども育成課

子育てで出費がかさむことに
悩む人の割合
（①就学前児童の保護者　②
小学校児童の保護者）

①42.4%
②55.6%
（Ｈ30年度）

－
①49.2%
②60.7%

①②35.0％未満 -42.5% Ｄ

保育料等の助成を継続実施するとともに、
令和５年度は物価高騰対策関連として、低
所得の子育て世帯の生活を支援する「子
育て世帯生活支援特別給付金」の支給を
行い、子育てに係る経済的負担の軽減に
取り組んだ。

引き続き、必要に応じて適正に助成等を行
う。

子ども総務課
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